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おわりに
はじめに
公職選挙法による制限にもかかわらず，政治家や候補者がインターネットを
用いで情報発信を行うことは日本でも一般的になってきた。それとともに，日
本における政治とインターネットとの関係を扱った実証研究も増えてきている。
中でも，政治家あるいは政治家あるいは候補者のウェブサイトを対象とする研
究は比較的多く行われてきた。そこでは，ウェブサイトの洗練度合いやそこに
現れたメッセージの内容に注目することによって，インターネット利用に対す
る政治家・候補者の態度を分析しようとする試みがなされてきた (e.g.山本
2004, 岡本 2007, 上ノ原 2008,稲葉・森 2009)。
それに対して本稿では，サーベイ調査の結果をデータとして用いる。それに
よって，政治家のインターネット利用に対する態度および考え方についての分
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析を行う 。サーベイ調査によって政治家のインターネット利用の実態を明らか
にしようと試みた研究としては，たとえばイギリスの下院議員を対象とした
Williamson (2009)がある。日本でも，政治家を対象としたサーベイ調査にお
いてインターネット利用についての質問が行われたり，それを用いた研究が行
われたりしてはいる（谷ロ・大川 2008)。だが，それらは必ずしも政治家とイン
ターネットとの関係を中心に扱っているわけではない1¥
本稿で用いたサーベイ調査で対象としたのは，日本の国会議員である。研究
の目的として，次の 2つが挙げられる。第 1は，国会議員が政治活動および選
挙運動におけるインターネット利用について，どのような考え方を持っている
かを探索的に明らかにすることである。インターネット利用に焦点を合わせた
議員調査は， 日本ではほとんど行われてこなかったため，記述統計の形でその
実態を明らかにすることにも一定の意義があると考える。第2は，国会議員の
インターネット利用についての態度や考え方に対して，どのような要因が影響
を及ぼしているのかを明らかにすることである。とりわけ，インターネットの
政治的影響についての代表的な仮説である「通常化仮説」および「平準化仮
説」をサーベイ・データによって検証するとともに，選挙制度がインターネッ
ト利用についての態度に及ぼす影響についても検証を試みる。
構成は以下のとおりである。まず，調査の方法とデータの概要について説明
した上で，議員ウェブサイトの開設および運用状況を概観する。次に，イン
ターネット利用について議員が持つ態度や考え方に関して，「ウェブサイトの
運用姿勢」「ウェブサイトの効果についての評価」「選挙でのインターネット利
用解禁についての考え」の 3つに焦点を合わせて，それぞれにどのような要因
が影響を及ぼしているのかを順次明らかにしていく 。最後に，得られた分析結
果についての議論を行う。
1) 上ノ原 (2008) は国会議員を対象としたサーベイ調査を行って，インターネット
を利用した議員のコミュニケーション戦略についての分析を行っている。ただし，
そこで用いられているのは議員サイト上に存在するコンテンツについての回答結果
データであり，インターネット利用に対する議員の態度そのものは直接扱われてい
ない。
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1. 調壺の方法およびデータの概要
本稿では，われわれが2009年3月に実施した国会議員に対するサーベイ調査
の結果を分析データとして用いる。対象はすべての衆議院議員および参議院議
員（ただし，衆議院議員 1名分の欠員を除く 721名が対象）であり，調査票を
郵送する形で調査を実施した。回答の返送は，紙媒体の調壺票を郵送するか，
あるいは調査者が指定した URLから回答入力用フォームのファイルをダウン
ロードし，回答入力後にそれをメールの添付ファイルとして送付するかのいず
れかによって行われた。
結果として， 105名から有効回答が得られた。回収率は14.6パーセントであ
る。調査が実施されたのは，麻生政権の下で衆議院の解散・総選挙の可能性が
高まっていると認識されていた時期であった。このような緊迫した政治的状況
が，回収率が低かったことの一因となった可能性もある。
サンプルの特徴は以下のとおりである。衆議院議員と参議院議員の割合は，
前者が68名で全体の64.8パーセント，後者が37名で35.2パーセントである。国
会議員全体における衆・参の構成比率（衆議院議員が722名中480名で66.5パー
セント，参議院議員が722名中242名で33.5パーセント）を，比較的よく反映し
た数字といえる。
所属政党別では，民主党が47名 (44.8パーセント），自民党が37名 (35.2パー
セント），公明党が10名 (9.5パーセント），共産党と社民党がそれぞれ2名（そ
れぞれ1.9パーセント）ずつ，新党大地と新党日本がそれぞれ1名 (1.0パーセ
ント）ずつ，そして無所属議員が5名 (4.8パーセント）となっている（すべて
調査実施時における所属政党）。国民新党所属議員からの回答は得られなかった。
なお， 2008年9月25日時点の衆・参を合わせた政党別議員構成比率は，民主党
で30.4パーセント，自民党で53.6パーセント，公明党で7.2パーセント，共産
党が2.2パーセント，社民党が1.6パーセント，新党大地と新党日本がそれぞれ
0.1パーセント，無所属（諸派を含む）議員が2.7パーセントであった2¥
2) 『国会議員要覧』（国政情報センター， 2008年）の「平成20年8月追補版」による。
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以上のように，回収率が低めであったこと，および，民主党議員がやや過大
に，そして自民党議員がやや過小に代表されていることに留意した上で，分析
を進めることにする。
2. 議員ウェブサイトの開設状況
現在では，国会議員が自らのサイトを開設・運営することは，きわめて一般
的となっている。たとえば，稲葉・森 (2009: 94) によれば， 2008年の10月か
ら11月にかけての時期では，サイトを開設しているものの閲覧ができない状態
になっている議員を除いたとしても， 96.9パーセントの衆議院議員がサイトを
開設していた。われわれの調査でも， 105名の回答者のうちの98.1パーセント
にあたる103名がウェブサイトを開設していたことが示されている叫この103
名に焦点を合わせて，ウェブサイトの開設状況について概観してみよう。
では特に，サイトの開設時期，開設の理由に焦点を合わせる。
2.1 開設時期
一ヽ 、-
'--'--
図2-1 -1は，いつ議員ウェブサイトを開設したかについての結果である。
「忘れた」と回答したケースおよび無回答のケース (19名）は除かれている。
そこから明らかなように， 2002年以前にサイトを開設していた議員が半数以上
(86名中44名）にのぼる。さらに， 2004年には80パーセント近く (86名中53名）
の議員がすでにサイトを開設していた。同年7月11日に実施された参議院選挙
では，候補者のサイト開設率は74.1パーセントであった（岡本 2006: 89)。
2004年の時点で，議員および候補者によるサイトの開設がかなり一般的になっ
ていたことがうかがえる。また， HP開設年と当選回数との相関係数（スピア
マンのロー）は一0.579であった (p<.000)。当選回数を重ねた議員ほど，早
い時期にサイトを開設している傾向があることになる。この結果は，議員の地
位にあること自体が，サイトの開設と関連している可能性を示唆している。
3) ウェプサイトを開設していなかった 2名は，いずれも自民党議員であった。
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図2-1-1:ウェブサイト開設年
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2.2 ウェブサイト開設の理由
それでは，議員がサイトを開設した理由はどのようなものだったのか。図
2-2-1は「ホームページを開設されたきっかけは何だったでしょうか」との
質問に対する回答結果を示している（複数回答）。所属政党や秘害，後援会関
係者などからすすめられたから，あるいは他の議員も開設しているから，と
いった消極的な理由によるものは少ない。それに対して，有権者に自分の主張
や政策を訴えたいという理由をあげている議員が大半を占めている。候補者
ウェブサイトのデザインおよび運営担当者を対象としたアメリカでの調査でも
同様に，サイトの主たる目的として有権者への情報提供をあげる割合が最も高
かった (Druckman,Kif er, and Parkin 2009 : 359)。主張や政策を訴えたいという
理由に続くのが，選挙活動に役立ちそうだったからという理由である。このよ
うに，多くの議員がより積極的な動機からサイトを開設したことが示されてい
る。
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図2-2-1:ウェブサイトを開設した理由（複数回答）
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3. 議員ウェブサイトの運用状況
本章では，議員ウェブサイトが日常的にどのように運用されているかについ
て見ていきたい。特に，サイトの運用をだれが行っているのか，運用のコスト
はどれぐらいか，そしてどれぐらいの頻度でサイトを更新しているかの 3点に
注目して検討を行う。
3.1 議員ウェブサイトの運用主体
議員あるいは候補者サイトの設計やその内容の更新などは，プロの業者に委
託される場合や，ボランティアによって行われる場合がある。さらに，議員や
候補者自身がそれを行っているケースもある (Footand Schneider 2006: 161)。
われわれの調査では，内容の更新やデザインの変更などのサイト運用を，普段
だれが行っているかについての質問を行った。サイトの運用が複数の主体に
よって行われている場合には， もっとも頻繁に運用に関わっている主体を一つ
だけ選択してもらった。圧倒的に多かった回答は，「秘書その他のスタッフ」
である（有効回答103名中75.7パーセントにあたる78名が選択）。それに続くの
は「議員本人」であり， 19.4パーセントにあたる20名が該当する。「業者」を
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選んだのは，わずか3名 (2.9パーセント）である。日々のサイト運用が，議
員および議員に近いスタッフの手仕事で営まれていることがうかがえる凡
Foot and Schneider (2006: 160-161)によれば，アメリカでは政治関連サイト
の構築と運用を専門とするプロフェッショナルが一定数存在し，その中では心
理的一体感も形成されつつあるという 。今のところ日本では，そのような専門
業者の役割はさほど大きなものとなっていないことが，ここでの回答結果から
うかがえる。
3.2 議員ウェブサイトの費用
サイトの運用にかかる費用については，議員 1人あたりのひと月平均額が約
27,070円，中央値が15,000円（標準偏差は 38648.73) という結果であった。
最高額は月20万円，最低額は 0円である。運営費用についての質問への回答率
が，他の質問と比べて回答率が低めであったこと（回答率は41.9パーセント）
に留意する必要はあるものの，全体的に見て，サイトの運営にかけている費用
は多いとはいえない。議員によっても異なるだろうが，政治活動にかかる全費
用のうちで，インターネットに関わる活動費用の占める割合は，今のところは
大きなものでないと推測できる。これらは，議員本人もしくはその周辺の人た
ちを中心としてサイトの運用が行われているとの先述の調査結果を裏付けるも
のである。
3.3 サイトの更新頻度
サイトの運用にあたって重要となるのは，そこでいかに新しい情報を提供す
るかという点である。サイト内容の頻繁な更新は，有権者の関心を引きつける
という点で，サイトの内容そのものと同等に重要となる (Gibsonand Ward 
2000: 308)。われわれの調査でも，サイトの内容をどれほどの頼度で更新して
4) サイトの運用主体として，「その他」と回答したのは2名であった。 1名が「政
党の役員」， もう 1名が「コンテンツの更新は議員と秘書，ア ップロードは議員本
人と秘書」と回答している。
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図3-3-1:ウェブサイトの更新頻度
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いるかについての質問を行った。その結果を図3-3 -1で示している。最も多
かったのは「ほぼ毎日」と「2-3日に 1回ぐらい」であり，両方を会わせる
と50パーセントを超える。また，更新頻度が低くなるにつれて，該当数が少な
くなっていく傾向が見いだせる。回答の選択肢には，「半年間に 1回ぐらい」，
「1年間に 1回ぐらい」，「ほとんど更新していない」が含まれていたが，これ
らを選んだ回答者はいなかった。
オーストラリアにおける国会議員ウェブサイトを対象とした研究では，約半
数のサイトが少なくとも 1週間に 1回更新されていたことが示されている
(Ward, Lusoli, and Gibson 2007 : 217)。日本の国会議員のサイトも，それと同じ
ぐらいか，あるいはそれ以上に頻繁に更新されていることになる。ただし，先
述のように，われわれが調査を行ったのは衆議院の解散と総選挙の可能性が高
まっている時期であった。選挙が近づいたことが有権者への情報発侶を活発化
させて，特に衆議院議員を中心として更新の頻度が高まっていたことというこ
とも考えられる (Ward,Lusoli, and Gibson 2007 : 217)。
そこで，衆議院議員と参議院議員を分けて，更新頻度に違いがあるかどうか
を確かめてみる。選挙が近いほど更新が頻繁に行われるのならば，われわれの
調査時期では，衆議院議員の方がより頻繁に更新を行っていたと予想される。
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そのために，更新頻度を 7つのカテゴリーに分けて，「ほぼ毎日更新」を 7ポ
イント，そして「不定期」を 1ポイントとして，頻繁に更新しているほど値が
高くなるようにポイントを割り当てた5)。この指標における衆議院議員の平均
値は5.24,参議院議員のそれは5.58であった。中央値は，衆議院議員が5.0,
参議院議員が 6.0である。予想に反して，わずかではあるが，参議院議員の方
がより活発に更新を行っていたことになる。ただし，両者の間の差は， 10パー
セント水準においても有意ではなかった。
4. ウェブサイトの内容ーーサイトの運用姿勢の観点から
本章では，議員ウェブサイトの内容に焦点を合わせる。まず，サイトの内容
を分析するための操作化手順について説明した上で，それに対してどのような
要因が影響を及ぼしているかについて検討を行う。
4.1 サイト内容の分析単位とその概要
議員にとってのウェブサイトが，有権者にアピールすることによって自らの
再選確率を高めるためのツールの一つであるならば，いったいだれに対して，
なにを，どのように伝えたいかという議員の意図が，サイトの内容には反映さ
れているはずである。サイトの構築および運営が議員自らによってなされてい
ない場合でも，その意図はサイト上に表されていると考えられる (Druckman,
Kifer, and Parkin 2009 : 345)。議員ウェブサイトの内容を分析するにあたっては，
内容分析を用いてその機能やメッセージを数量化し，そこに議員の目的や考え
方が反映されているとの前提を置いた上で，統計手法によってそれに影響を与
えている要因 所属政党や議員の個人的属性など を明らかにする，とい
う方法が一般的に用いられてきた（岡本 2003, 山本 2004, 上ノ原 2008,稲葉・森
2009)。
この方法には，サイトの内容に関わる指標をある程度客観的に作成できると
5) その他のカテゴリーは，「 2-3日に 1回ぐらい」， 「1週間に 1回ぐらい」，「 2-
3週間に 1回ぐらい」，「1カ月に 1回ぐらい」，「2-3カ月に 1回ぐらい」である。
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いう利点がある。その一方で，その場合の分析対象となるサイトの内容は，必
ずしも情報の発信主体である議員の意図をそのまま反映しているとはいえない
という問題も含んでいる。ある議員が何らかの理由で，有権者とのコミュニ
ケーションを積極的に行うことを最重要視しているとしよう 。そのような議員
のウェブサイトには，たとえば，掲示板やメールフォームといった，議員と有
権者との間の双方向的なコミュニケーションを促すような機能が備わっている
可能性が高いと予想されるだろう 。だが，資金面や技術面などの制約によって，
議員の「意図」にもかかわらず，そのような機能がサイト上で充分に提供され
ていない， という可能性も考えられる。この場合には，議員の目的や意図はサ
イト上には充分に反映されていないことになり，サイト内容を対象としてそれ
らを説明しようと試みた分析結果の信頼性も低くなってしまう。
ここでは，ウェブサイトの内容でどのような点を重視するかについて，サー
ベイ調査で議員に直接質問を行った結果に注目する。すなわち，「どのような
内容のウェブサイトを運用したいのか」という議員の意図を分析に用いて，そ
れに影響を及ぼす要因を検討することとする。それによって議員の意図とサイ
トの内容との乖離から生じる上述の問題を回避し，議員ウェブサイトの内容分
析から得られたこれまでの知見を再検証することを試みる。
岡本 (2005) は Gibsonand Ward (2000) に依拠しつつ，ウェブサイト内容
の分析単位として「相互作用性」，「情報提示」，「プレゼンテーション」などを
用いた分析を行っている叫われわれの調査では，「ホームページを運用され
る上で，どのようなことを重視しているかについておたずねします。」として，
次の 4つの項目，すなわち「見映えの良さ（画像や色づかいなどの点で）」「提
6) 「相互作用性」とは，双方向的あるいは多方向的な情報の流れが実現されている
こと， 「情報提示」とは，さまざまな情報がサイトによって提供されていること，
「プレゼンテーション」とは，サイトのマルチメディア化などを進めて，その見栄
えをよくすることによりアピール度を高めることを，それぞれ指している。なお，
岡本 (2005)では，これら 3つの分析単位に加えて，サイトヘのアクセスに関して
閲覧者への配慮がどれだけなされているかに関する「アクセスの容易性」が示され
ている。
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表 4-1-1:ウェブサイトの運用で重視している点
見映えの良さ
提供する情報 情報の内容の 有権者とのコミュこケー
内容の新しさ 早血唾甲さ ションのとりやすさ
非常に重視している 28 53 40 21 
まあ重視している 62 41 51 41 
どちらともいえない 10 7 ， 33 
あまり重視していない 2 1 2 7 
まったく重視していない ゜ 1 1 1 N.A. 1 2 2 2 
平 均値＊ 4.137 4.402 4.235 3.725 
標 準 偏 差＊ 0.660 0.748 0.773 0.902 
ムロ 計 105 (人） 105 (人） 105 (人） 105 (人）
＊ 「非常に重視している」=5ポイ ント，「まあ重視している」=4ポイ ント，「どちらともい
えない」=3ポイント，「あまり重視していない」=2ポイント，「まった＜重視していない」
=lポイント，とした場合の値。
供する情報内容の新しさ」「提供する情報の内容の豊富さ」「有権者とのコミュ
ニケーションのとりやすさ」についての質問を行った。これらの項目のうち，
「見映えの良さ」は上記の分析単位のうちの「プレゼンテーション」に，「提
供する情報内容の新しさ」および「提供する情報の内容の豊富さ」は「情報提
示」に，そして「有権者とのコミュニケーションのとりやすさ」は「相互作用
性」に，それぞれ対応していると考えられる。質問の対象となっている 4つの
項目のいずれについても，「非常に重視している」，「まあ重視している」，「ど
ちらともいえない」，「あまり重視していない」，「まったく重視していない」の
5点尺度で回答を求めている。
その結果を示したのが，表4-1 -1である。「非常に重視している」との回
答の割合が最も高かったのは「提供する情報の新しさ」であり， 50パーセント
を超えている。これは，議員サイトの更新が比較的頻繁に行われているとの先
述の調査結果と整合的である。また，「非常に重視している」と「まあ重視し
ている」との合計が有効回答者の 9割近くにのぼっていることから，「見映え
の良さ」および「提供する情報の内容の豊富さ」についても，多くの議員が重
視していることがわかる。
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これらに対して，「有権者とのコミュニケーションのとりやすさ」について
は，「非常に重視している」および「まあ重視している」の合計が有効回答者
全体の約 6割にとどまる。表 4-1 -1には，回答の各選択肢について，「非常
に重視している」 =5ポイント，「まあ重視している」 =4ポイント，「どちら
ともいえない」 =3ポイント，「あまり重視していない」 =2ポイント，「まっ
たく重視していない」 =1ポイントをそれぞれ割り当てた場合の平均値も示し
た。そこでも，他の項目と比較して，「有権者とのコミュニケーションのとり
やすさ」の平均値が目立って低くなっていることが示されている。相互作用性
は，インターネットの重要な特質の一つであるといわれる (Mossbergerand 
Tolbert 2010: 201)。たとえば，議員から有権者への一方的な情報提供だけでな
く，提供された情報に対する有権者による即座の反応も可能となる。インター
ネットは，有権者とのコミュニケーションを再構築する機会を議員に与える
ツールでもある (Williamson2009)。調査から得られた結果では，そのようなイ
ンターネットが持つ特質が重視される度合いが，議員によるサイト運営におい
ては相対的に低いことが示されている。ただし，イギリス，スウェーデン，ポ
ルトガル，欧州議会における議員サイトの調査を行った Vicente-Merino
(2007) においても，同様の傾向が指摘されている。
4.2 サイトの運用姿勢と諸要因との関係
次に，議員の属性などの諸要因によって，サイトの運用についての考え方に
ちがいがでているのかどうかを確かめる。日本の国会議員を分析対象とした上
ノ原 (2008) および稲葉・森 (2009)では，議員サイトで重視される機能に対
して，議員の所属政党や個人的属性などが影響を及ぼしていることが明らかに
されている。また， Tkach-Kawasaki(2010) は， 日本の国会議員ウェブサイ
トにおけるハイパーリンク構造を対象とした分析を行って，議員のオフライン
行動の特性はサイト上にも反映されると指摘している。
所属政党から検討していこう 。表4-2-1は，先ほどのように 4つの項目へ
の回答に 1ポイントから 5ポイントまで（「まったく重視していない」の 1ポ
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表4-2-1:サイトの運用で重視している点（政党別）
見映えの良さ 情報内容の新しさ 情報内容の豊富さ 有ー権者と‘のコミューケーンョン
民 主 4.173 4.478 4.173 3.717 
自 民 4,028 4.200 4.200 3.542 
公 明 4,100 4.400 4.200 3.800 
共 産(1) 4.000 5.000 5.000 5.000 
社 民(2) 4.500 4.500 4.500 4.000 
その他・無所属(3) 4.428 4. 714 4.571 4,142 
N 102 102 102 102 
(1) 共産党は， 4つの項目について，すぺてのケース (2ケース）が同じ値。
(2) 社民党は 2ケース。「有権者とのコミュニケーション」については，すべてのケースが同じ
値。
(3) 新党大地および新党日本を含む。
イントから，「非常に重視している」の 5ポイントまで）を割り当てた場合の
平均値を政党別に示したものである。全体的に，共産党と社民党の平均値が比
較的高くなっているが，いずれも該当するサンプル数がわずか2であったこと
にも注意せねばならない。これら 2党をのぞけば，政党間に目立った違いは見
いだせない。稲葉・森 (2009)は，民主党所属衆議院議員のウェブサイトが双
方向型コンテンツを設置している確率は，相対的に高いと指摘している。双方
向性は，議員と有権者とのコミュニケーションに密接に関わる機能である叫
表2中の「有権者とのコミュニケーション」に注目すると，確かに民主党議員
の平均は自民党議員のそれよりも高くなっているものの，公明党やその他の政
党あるいは無所属議員よりも低くなっている。自民党議員との差も，さほど大
きなものではない。政党ごとの違いよりも，どの政党においても「有権者との
コミュニケーション」の平均が，他の 3つの項目よりも低くなる傾向にあるこ
との方が，より特徴的である。
7) 稲葉・ 森 (2009)は，双方向性を「政治エリートからのメッセージに対し，イン
ターネットを介して何らかのフィードバックをすることができさらにそのフィー
ドバ ックをした相手である政治エリートから新たなフィードバ ックを得ることを期
待できる状態」と定義している (p.92)。
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表4-2-2:サイトの運用で重視している点（衆参別）
見映えの良さ 情報内容の新しさ 情報内容の豊富さ 有ー権者と‘のコミュケーー ンョン
衆議院議員 4.09 4.33 4.21 3.71 
参議院議員 4.22 4.53 4.28 3.75 
N=102 
衆議院議員と参議院議員の違いについても見てみよう。表4-2-2には，衆
参別に上記4項目の平均値を示してある。すべての項目で参議院議員の平均値
が高くなっているが，その差はほとんどない。詳細な結果は省略するが，両者
の間には有意な差がないことが， ノンパラメトリック検定によっても明らかに
なっている。上ノ原 (2008)では，衆議院議員は参議院議員と比ぺて，双方向
型のコンテンツを自らのウェブサイトに積極的に採用している傾向があると指
摘されているが (p.224), ここでの結果に限っては同様の傾向は見いだせな
かった。
ただし，所属議院の違いだけではなく，選挙制度にも注目する必要がある。
たとえば，拘束名簿式を用いた比例代表制によって選出された議員は小選挙区
選出の議員に比べて，有権者に自らをアピールする必要性は低いと考えられる。
このことは，議員による情報発信の様態にも影響を及ぼすだろう（岡本 2003)。
すなわち，個人投票 (personalvote) を促す誘因が強い選挙制度によって選出
された議員ほど，個人アピールの手段としてのウェブサイトの運用により積極
的であると予想される。加えて，選挙区の面積およびそこにおける有権者の規
模もまた，ウェブサイトの運用に影響を及ぼしている可能性がある。多くの受
け手に対して一時に情報を発信できるというインターネットの特質から考えれ
ば，選挙区の面積が広くて有権者の数が多いほど，それを用いだ情報発信はよ
り効果的になると予想できる。
以上のことから，議員によるウェブサイトの積極的運用を促す誘因は，「参
議院の比例選出議員」「参議院の選挙区選出議員」「衆議院の小選挙区選出およ
び比例での復活当選議員」「衆議院の比例選出議員（重複立候補以外）」の順で
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強いと推測される。参議院で用いられている非拘束名簿式は個人アピールの必
要性を増加させるとともに，全国が一つの選挙区であるため，面積および有権
者の規模がもっとも大きい。参議院の選挙区については，中選挙区制 (2• 
3・5人区）および小選挙区制 (1人区）の 2つの選挙制度に分類できる。中
選挙区制と非拘束名簿式が候補者（ないしは，そこで選出された議員）の行動
に与える誘因はきわめて類似しているといわれるが （建林 2004,213 ; Norris 
2004, 135), 選挙区の面積および有権者規模については，参議院選挙区での中
選挙区 (2・3・5人区）の方が参議院比例よりも小さい。また，参議院選挙区
での小選挙区 (1人区）と衆議院小選挙区とでは，前者の方が選挙区面積が広
いため，ウェブサイトの積極的運用を促す誘因がより強いと考えられる。それ
ゆえ，参議院選挙区については 2・3・5人区選出と 1人区選出の 2つに分けず
に1つにまとめて，あわせて衆議院小選挙区よりも誘因が強いと考えることに
する。最後に，衆議院の比例代表では政党名で投票が行われるため，議員によ
るウェブサイトの積極的運用を促す誘因は最も低いと考えられる。
しかしながら，われわれの調査結果からは，選挙制度とウェブサイトの運用
との間の明確な関係は見いだせなかった。具体的には，ウェブサイトの積極的
運用を促す誘因が最も弱いと予想される選挙制度（衆議院における重複立候補
以外の比例選出議員）から最も強い選挙制度（参議院の比例選出議員）まで，
それぞれ 1から 4のポイントを与えた上でサイトの運用姿勢との相関係数
(Spearman's Rho) を求めたところ，運用姿勢についてのいずれの項目におい
てもその値はきわめて低く (0 .112から一0.006の間）， しかも有意な結果とは
ならなかった。この結果については，比例代表から選挙区への，あるいは参議
院から衆議院への転出などを今後予定している議員の存在が，影響を及ぼして
いる可能性がある。将来における選挙制度のスイッチは，ここでの分析におけ
る選挙制度の影響を弱める効果をもたらすだろう 。しかしながら現時点では，
これについて確かめることはできない。
最後に，議員キャリアとサイトの運用姿勢との関連について検討する。衆議
院議員のウェブサイトを分析対象とした稲葉・森 (2009)では，当選回数が少
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表4-2-3:サイトの運用姿勢と当選回数との相関
見映えの良さ
情 報内容の 情報の内容の 有権者とのコミュニケー
新しさ 豆典官国さ ションのとりやすさ
相関係数(Spearman'sRho) -.115 -.069 -.079 -.067 
有意確率（両側） .252 .491 .428 .502 
N 102 103 103 103 
ない議員ほど双方向型コンテンツをウェブサイトに設置する傾向があると指摘
されている。当選回数が少ない議員の政治的基盤は強くなく，その分有権者と
のコミュニケーションを密にすることによって支持基盤を固める必要がある，
というのがその理由である。一方で，衆参の両議員を対象とした上ノ原
(2008)では，当選回数と双方向型コンテンツとの関連は示されていない。
われわれのデータでは，有権者とのコミュニケーションに関わるものを含め
て，運用姿勢と当選回数との間の関係は見いだせなかった。当選回数と運用姿
勢に関する上記4項目との間の相関係数 (Spearman'sRho) を示した表4-
2-3から明らかなように， 4つの項目のすべてにおいて係数の符号は負と
なっているが値自体はきわめて小さく， しかもいずれも有意ではない。
以上のように， 2変数の関係で見る限りは，所属政党，所属議院，選挙制度，
当選回数のいずれについても，サイトの運用姿勢との明確な関係は見いだせな
かった。
4.3 多変量解析を用いた分析
前節における 2変数間関係の分析で見いだされた傾向が，多変量解析の手法
を用いても同様に見いだせるかどうかを検討してみる。
従属変数は，前節で用いたサイトの運用にかかわる 4つの質問，すなわち，
「見映えの良さ」「提供する情報内容の新しさ」「提供する情報の内容の豊富
さ」「有権者とのコミュニケーションのとりやすさ」に対する回答である。い
ずれも，「非常に重視している」を 5ポイント，「まったく重視していない」を
1ポイントとして， 5点尺度でコード化している。分析手法は，順序プロビッ
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トを用いた。
独立変数として用いるのは，前節で用いた「所属政党」，「所属議院」，「選挙
制度」「当選回数」の 4つである。所属政党については，「民主党」「自民党」
「公明党」の 3つのダミー変数を分析に投入する。参照基準は，それ以外の政
党所属および無所属の議員である見 所属議院については，衆議院を 1, 参議
院を 0とするダミー変数として扱う 。
また，政治活動におけるウェブサイトの必要性が，サイトの運用姿勢に影響
を及ぼしている可能性もある。われわれの調査では，「あなたが政治活動を行
う上で，ホームページはどの程度必要になっているでしょうか。」との質問を
行った。これに対する回答を，議員によるサイトの重要性についての認知と見
なして分析に加える。回答については「とても必要である」を 5ポイント，
「まったく必要でない」を 1ポイントとして， 5点尺度でコード化を行った。
予想としては，議員がサイトの必要性を認識しているほど，サイトの運用にか
かわる 4つの項目のいずれにおいても，より重視している傾向があると考えら
れる。ただし，上ノ原 (2008)によれば，立法活動におけるインターネットの
有用性に対する議員の認知は，サイトにおける双方向型コンテンツの採用には
影響を及ぼしてはいなかった叫
さらに，議員の選挙における強さにも注目して，サイトの運用姿勢への影響
を検証する。ウェブサイトが再選確率を高めるための一つの手段であるとする
8) 民主党，自民党，公明以外の政党所属および無所属議員の該当サンプル数は，共
産党および社民党がそれぞれ2名ずつ，新党大地と新党日本がそれぞれ 1名ずつ，
そして無所属議員が5名となっており，いずれも少ない。また，これらの政党の中
には，従属変数である回答結果が誡員の間で同じであったケースが存在し，分析の
上で問題が生じ得る。それゆえ，ここでは，上述の政党および無所属を一つにまと
めて参照基準として扱うことにした。
9) ウェブサイトの必要性についての認知がその連用姿勢に影響を及ぼすのみではな
く， その逆の影響，すなわち，運用姿勢の違いによ ってサイトの必要性に関する認
知が変化する可能性も考えられる。両者の間にこのような相互作用性が存在する場
合には，分析結果に問題が生じる可能性があるが，ここでは必要性についての認知
が運用姿勢に対して一方向のみの影響を及ぼしていると見なした上で分析を行うこ
とにする。
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ならば，議員の支持基盤が脆弱である場合には有権者へのアピールを強く行う
ために，それをより積極的に用いるであろうと予想される (Wardand Gibson 
2003: 195-197, Ward and Lusoli 2005)。ただし， 日本の国会議員を対象とした分
析では，選挙での強さとサイト内容との関連は見いだされていない（上ノ原
2008)。
ここでは，選挙での強さを示すものとして，議員にとっての前回選挙におけ
る接戦度を分析に加える。衆議院議員については，小選挙区における本人の得
票数から次点候補者得票数を引き，それを当該選挙区全体の有効投票数で割っ
た値，参議院議員については，選挙区における本人の得票数から最上位落選者
得票数を引いたものを選挙区全体の有効投票数で割った値を指標として用い
る。衆参それぞれの比例選出議員（衆議院選挙における復活当選を含む）について
は，接戦度の影響を検証する分析からは取り除いた。
以上に加えて，議員の個人的属性に関わる変数として，年齢，性別，学歴の
3つを分析に用いる10)。性別は男性を 1' 女性を 0とするダミー変数，学歴は
4年制大学・短期大学卒業以上（中退も卒業と見なしている）を 1' それ以外を
0とするダミー変数である。 一般的には，若い議員ほど，そして学歴が高いほ
ど，サイトの運用姿勢がより積極的であると予想される。性別については，そ
の影響は一概には予想できない11)。
10) サンプルの平均年齢は53.8歳であり，その中で男性が占める割合は82.9パーセン
ト (105名中87名）である。学歴については，「4年制大学・短期大学卒業以上（中
退も卒業と見なす）」の占める割合は91.4パーセント (105名中96名）となっている。
11) これらの要因に加えて，選挙区特性もまた，議員によるウェブサイトの運用姿勢
に影響を及ぼす要因の一つと考えられる。これに関し，岡本 (2003) は衆議院議員
によるウェブサイトを対象とした分析を行って，選挙区における都市化の度合いが，
サイト内容の充実度にプラスの影響を及ぼしていることを明らかにした。 一方で，
上ノ原 (2008)では，インターネット普及率などの選挙区特性がサイトの内容に及
ぼす影響は見いだされていない。また，岡本 (2005)における衆院選候補者ウェブ
サイトを対象とする分析では， DID人口比を指標とする選挙区の都市化の度合い
がサイト内容の充実度に正の影響を及ぼしていたことが示されているが， 10パーセ
ント水準においてのみ有意となっている。
そこで，インターネット普及率（ただし，データは都道府県単位のもの）を独／
- 63 - (279) 
関法第61巻第 2号
分析の結果を示したのが，表4-3 -1である。「見映えのよさ」を従属変数
とした分析モデル，および「有権者とのコミュニケーション」を従属変数とし
て接戦度を独立変数に含めた分析モデルの結果については，回帰式が有意では
なかったために省略した。サイトの見映えのよさをどれだけ重視するかに対し
て，ここでの独立変数はいずれも影響を及ぼしていなかったことになる。これ
ら2つの分析モデルを除いて，結果を検討していこう。
まず，すぺての分析モデルにおいて有意であったのは，政治活動における
ウェブサイトの必要性である。ウェブサイトが必要であると感じている議員ほ
ど，サイトの運用において，提供される情報内容の新しさおよび豊富さ，そし
て有権者とのコミュニケーションを重視していることになる。
所属政党については，自民党ダミー変数および民主党ダミー変数が，サイト
の情報内容の新しさ，情報内容の豊富さ，そして有権者とのコミュニケーショ
ンに対して， 1パーセント， 5パーセント，ないしは10パーセント水準で有意
な影響を及ぼしていた。係数の符号は，すべて負となっている。自民党および
民主党の議員は，参照基準である共産党や社民党，あるいは無所属議員などと
比べて，全体的に見てサイト運用に消極的な姿勢を示す傾向があることになる。
これは，平準化ーー大政党（の議員あるいは候補者）よりも，むしろ中小政
党の方が，より積極的にインターネットを利用しているという現象 の現れ
とも見なし得る。日本における平準化の傾向は， Tkach-Kawasaki(2003) に
おいても示唆されている。ただし，そこで用いられているデータは， 2000年お
よび2001年のものである。
それに対し，日本ではむしろ，平準化よりも通常化 大政党やその候補者
など，現実の世界で多くのリソースを持つアクターの方が，インターネットを
積極的に利用しているという現象 が進行しているとの見方もなされている。
岡本 (2007)では，サイトの開設やその内容の点で見れば，自民党および民主
＼立変数とする分析も行ったが，有意な影響を及ぼしてはいなかった。また， 同変数
の投入が，以下に示す分析結果に影響を及ぼすこともなかったので，ここでは分析
から排除している。
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表4-3-I:サイトの運用姿勢を従属変数とする順序プロビットの結果
情報内容の新しさ 情報内容の豊富さ 植者と1J)コミ .lニケー シ3ン
Model (1) (2) (3) (1) (2) (3) (1) (2) 
独立変数 係 数 係 数 係 数
自
民 -1.132将 -.936 -1.200林 -1.154林 -.503 -1.210林 -1.107臼 -1.105臼
(.514) (. 702) (.518) (. 521) (. 703) (.519) (.412) (.408) 
民 主
-.849* -.886 -.970* -1.423* -1.470:1<* -1.481*:I<* -.87:1<* -.917枯
(. 513) (. 717) (.53) (.521) (. 736) (. 53) (. 403) (.410) 
公 明
-.545 .272 (-.465) -.804 .254 -.762 -.500 -.476 
(. 617) (.945) (. 623) (.614) (.908) (. 615) (. 505) (.508) 
当選回数
.019 .033 .024 -.034 -.033 -.04 -.029 -.018 
(.083) (.17) (. 078) (. 084) (.118) (. 079) (. 076) (. 071) 
選挙制度
.297 .183 .083 
(.195) (.188) (.164) 
衆議院議員
-.400 -.546 -.345 -.806 -.051 
(. 346) (.479) (.347) (.500) (. 307) 
ウェブサイ .81臼 .929* .850臼 1.094臼 1.215臼 1.112臼 .659臼 .670臼
トの重要性 (. 21) (.283) (.214) (. 218) (. 28) (. 20) (.193) (.194) 
接戦度
2.689 3.867* 
(2. 026) (1. 980) 
年 齢
-.005 -.014 -.009 .002 -.022 .002 .002 .000 
(.014) (. 021) (.0148) (.015) (. 02) (.014) (.013) (.013) 
性 別
.364 .127 .354 .343 .384 .335 .522* .517* 
(. 309) (.408) (. 309) (.315) (.416) (. 315) (. 289) (. 28) 
子ヽ， ． 歴 . 721* 1.020* .744* 1.513臼 1.332枯 1.537臼 .837枯 .838林
(.428) (.574) (. 430) (. 454) (. 60) (. 454) (. 408) (.407) 
.548 1,167 1.442 1.983 1.877 2.651 .515 . 717 
cut 1 
(1.430) (1.855) (1,417) (l .403) (1.811) (1.409) (1.247) (I. 24) 
.849 1.499 1. 746 2.588 2.313 3.258 1.669 1.861 
cut 2 
(1. 393) (1.819) (1. 378) (1. 360) (1. 784) (1. 36) (1. 240) (1. 25) 
1.656 2.105 2,557 3.649 3.309 4.322 3.031 3.223 
cut 3 
(1. 365) (1.793) (1. 352) (I. 375) (1. 796) (1.374) (1.261) (1. 241) 
3.239 3.921 4.156 5.619 5.373 6.298 4,287 4.481 
cut 4 
(1. 387) (1. 834) (1. 38) (1. 435) (1. 860) (I. 444) (1. 280) (1. 265) 
Pseudo R 2 .137 .161 .142 .24 .245 .223 .105 .106 
xz 27.76臼 20.21枯 28.80臼 48.36臼 31.90臼 48.31臼 27.65臼 27.88臼
N 103 61 103 103 61 103 103 103 
*p< .10, **p< .05, -p< .01 
カッコ内は標準誤差。
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党の候補者が，共産党や社民党などの候補者に対して優位であるとの傾向が，
2001年の参院選以来一貫して見いだせると指摘されている。議員ウェブサイト
を分析対象とする上ノ原 (2008)でも，平準化仮説を支持する結果は得られて
し、ない。
すでに述ぺたように，議員がサイトをどのように運用したいかという主観的
な意識と，それがもたらす客観的な運用の結果とは区別される必要がある。共
産党や社民党の議員が，たとえば，有権者とのコミュニケーションをはかるた
めにサイトを積極的に利用しようという「意図」を持っていたとしても，資金
やスキルの不足などの理由によって，それが実際のサイトの運営状況に反映さ
れていないとするならば，先行研究によって示された通常化の進行と今回調査
の分析結果とは矛盾するものではない。これについて検証を行うためには，議
員による回答の結果と，その議員が開設しているウェブサイトの更新状況やそ
の内容との関係についてのより詳細な分析を行う必要があるが，ここでは扱わ
ない。
前回選挙の接戦度については，有意な影響を及ぼしていたのは，情報内容の
豊富さに対してのみであった。係数の符号は正である。これは予想どおりで
あったが，有意水準は10パーセントであった。選挙制度は，二変数関係につい
ての検討から得られた結果と同様に，有意な影響を及ぼしてはいなかった。
最後に，議員の個人的属性に関わる変数について検討する。学歴はすべての
分析モデルにおいて，有意な影響を及ぼしていた（ただし，「情報内容の新しさ」
を従属変数とする分析モデルでは，いずれも10パーセント水準で有意）。いずれも係数
の符号は正である。サイトの運用にあたっては，学歴が高い議員ほど「情報内
容の新しさ」「情報内容の豊富さ」「有権者とのコミュニケーション」のいずれ
をも重視する傾向が見いだせたことになる。学歴の違いが情報技術に関する関
心やスキルの違いをもたらし，それがサイトの運用姿勢に影響を及ぼしている
と考えるならば，これは一般的に予想される結果ともいえる。それ以外で有意
な影響を及ぼしていたのは，「有権者とのコミュニケーション」を従属変数と
する分析モデルにおける性別 男性議員の方が女性議員よりも，有権者との
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コミュニケーションを重視する傾向がある。ただし， 10パーセント水準におい
て有意 のみであった。
5. ウェブサイトの効果
前章では，どのような点を重視しながら，議員がサイトを運用しようとして
いるのかを明らかにした。それでは，それは実際にどのような効果をもたらし
ていると議員の側は認知しているのか。その状況について概観した上で，認知
のあり方に影響を及ぼしている要因について検討する。
5.1 議員によるウェブサイト効果の認知
われわれの調査では，ウェブサイトを開設していることがもたらす効果につ
いての質問を行っている。具体的には次の 8つの項目，すなわち「自分の政策
や意見を訴えること」「自分の人柄や経歴を知ってもらうこと」「新しい支持者
を増やすこと」「支持者との関係を保つこと」「有権者の意見や要望を知るこ
と」「政治活動の費用を節約すること」「政治活動や選挙活動を手伝ってくれる
人を見つけること」「政治献金を集めること」について，それぞれどのような
効果があるかを，「強くそう思う」から「まったくそう思わない」までの 5点
尺度（「強くそう思う」を 5ポイント，「まったくそう思わない」を 1ポイン
ト）で回答するように求めた。
表5-1 -1では，各項目に対する回答の平均得点を示している。最も値が大
きいのは，「自分の政策や意見を訴えること」および「自分の人柄や経歴を
知ってもらうこと」であり，どちらも 5点満点で 4点を超えている。 Gibson
and Ward (2000) は，ウェブサイトの機能のうちで政党や候補者にとって重要
なものの一つとして，多くの有権者に多様な情報を提供できることをあげてい
る。ここで示されたような，自らの政策やプロフィールを伝えるためにサイト
の効果があるとの結果は，そのようなサイトの機能を多くの議員が比較的うま
く利用できていることを示唆している。
それと比較して，「政治活動や選挙活動を手伝ってくれる人を見つけること」
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表5-1-1:ウェブサイトの効果
平均値 標準偏差 最小値 最大値 N 
自分の政策や意見を訴えること 4.18 .64 2 5 102 
自分の人柄や経歴を知ってもらうこと 4.18 .59 3 5 100 
支持者との関係を保つこと 3.70 .76 2 5 100 
新しい支持者を増やすこと 3.37 .78 2 5 99 
有権者の意見や要望を知ること 3.17 .88 ］ 5 100 
政治活動の費用を節約すること 2.70 .95 1 5 99 
政治活動や選挙活動を手伝ってくれる 2.52 .93 1 5 99 人を見つけること
政治献金を集めること 1.93 .81 1 4 100 
および「政治献金を集めること」の 2項目は，特に平均得点が低くなっている。
上ノ原 (2008)は，受け手からの反応を期待した上で，その反応の手段として
インターネットを用いているという点で，ウェブサイト上での「スタッフ・ボ
ランティアの募集」や「個人献金の募集」を双方向型のコンテンツに分類して
いる (p.217) lZ)。議員から有権者への一方向的な情報の提供と比較して，イ
ンターネットの双方向的な機能については，現時点では効果があまり認知され
ていないことになる。この傾向は，同じく双方向性に関わる「有権者の意見や
要望を知ること」の平均得点がやや低めとなっていることにも示されている。
5.2 ウェブサイト効果の認知と諸要因との関係
次に，サイトの効果についての議員による認知について，どのようなパター
ンが存在しているかを主成分分析を用いて確かめてみた。その結果は，表5-
2 -1に示されている。固有値 1以上という基準によって，ここでは 2つの主
成分を抽出した。第1主成分では，すべての変数の因子負荷量が比較的高い正
の値 (0.5以上）を示している。それゆえ，この主成分を「全体的なウェブサ
イト効果の認知」を表すものと解釈する。
12) ただし，稲葉・森 (2009)は，銀行での振り込みや電話での連絡などのインター
ネットを用いない手段を伴うという理由で，「スタッフ・ボランティアの募集」や
「個人献金の募集」を双方向型のコンテンツに含めていない (p.92)。
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表 5-2-1:ウェブサイトの効果についての認知パターン抽出
第1主成分 第2主成分
自分の政策や意見を訴える .616 .569 
自分の人柄や経歴を知ってもらう .584 .438 
新しい支持者を増やす .813 .198 
支持者との関係を保つ .612 .235 
有権者の意見や要望を知るための手段 .517 .090 
政治活動の費用の節約 .638 -.419 
政治活動や選挙活動を手伝ってくれる人を見つける .756 -.460 
政治献金を集める .652 -.526 
固 有 値 3.429 1.283 
寄 与 率（％） 42.863 16.033 
第2主成分に注目すれば，「自分の政策や意見を訴えること」および「自分
の人柄や経歴を知ってもらうこと」の因子負荷量が高い正の値を示している一
方で，「政治活動や選挙活動を手伝ってくれる人を見つけること」および「政
治献金を集めること」のそれが比較的高い負の値となっている。つまり，有権
者ヘ一方向的に情報を発信することにサイトの効果があると認知している（い
ない）議員は，議員と有権者との間の双方向的な情報のやりとりを実現する点
では，サイトに効果があるとは考えていない（考えている）傾向にある，と解
釈できる。一方向的な情報提供の点での高い効果と，双方向性の実現について
の低い効果という，記述統計で示された全体的な傾向が，実は 1本の軸の両端
をそれぞれなしていたことになる。以上のことから，第2主成分は「情報発信
の方向性」を表すものと解釈できる。
上の主成分分析で得られた主成分得点をサイト効果に対する評価の指標と
して用いて，これがどのような議員に関する要因と関連を持つかについて，
二変数間の関係に注目しながら検討していこう。なお，「情報発信の方向性」
の主成分得点は，値が大きいほど議員からの一方向的な情報発信に効果があ
ると認知している また，値が小さいほど双方向的な情報発信に効果があ
ると認知している ことを意味している。ここで，あらためて確認してお
きたし 'o
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表5-2-2:議員ウェブサイトヘの サイトの効果についての認知に対し，
アクセス数 (1日）
まず影響を及ぼすと考えられるのは，
アクセス数（件） 度数 割合（％） サイトヘのアクセス頻度である。サイ
100未満 32 31.68 
トの内容がいかに洗練されたもので
約100-200 12 11.88 
約200-300 6 5.94 あったとしてもそもそもそこにアク
約300-400 3 2.97 セスする人がいなければプラスの効果
約400-500 2 1.98 
500以上 12 11.88 は期待し得ないだろう。あるいは，サ
わからない 34 33.66 イトを介した双方向のコミュニケー
ションも成立し得ない。単純に考えて，
自分のサイトヘのアクセスが多い議員
ほど，その効果を高く評価する傾向があると予想される。
われわれの調査では，「ホームページに対して，普段は 1日にどれぐらいの
アクセスがありますか」という質問を行っている。それに対する回答結果は，
?
計 101 100 
表 5-2-2に示してある。この結果とサイト効果の認知との関係を確かめるた
めに，上記 2つの主成分得点とアクセス数との間の相関係数 (Kendallのタ
ウ）を求めた。アクセス数については，表8にある 5つのカテゴリー（「わか
らない」をのぞく）に対して 1から 5までの値をそれぞれ割り振って，アクセ
ス数が多いほど値が大きくなるように操作化している。その結果は，アクセス
数とサイトの効果との間には，特に関連があるとはいえない，というものだっ
た。アクセス数との相関係数は，「全体的なウェブサイト効果」で 0.179, 「情
報発信の方向性」で 0.057となっている。「全体的なウェブサイト効果」につ
いては係数の符号が正であるため，サイトヘのアクセスが多い議員ほどサイト
に効果があると感じていることになる。しかしながら，相関係数自体は大きな
ものでないし， 5パーセント水準では有意ではなかった (p=.060)。「情報発
信の方向性」については，一方向的なものであれ双方向的なものであれ，その
効果とアクセス数との関連を示す結果が得られなかった (p=.547)。
次に，議員の属性によって効果の認知に違いがあるかどうかを確かめること
にしよう。まず，所属議院についてはどうか。濱本 (2008) は，参議院議員の
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選挙区活動が衆議院議員のそれよりも多くなる傾向があると指摘している。
ウェブサイトによる情報発信が選挙区活動の補足手段の 1つであるとするなら
ば，選挙区での活動をより活発に行っている参議院議員の方が，サイトの効果
を相対的に高く認知している可能性があるだろう 。そこで「全体的なウェブサ
イト効果の認知」について平均値を見ると，衆議院議員が 0.036であったのに
対し，参議院議員は一0.067であった。予想とは逆の結果であるが，統計的に
有意な差はない。逆に「情報発信の方向性」では参議院議員の方が高くなって
いたが （平均値は 0.053,衆議院議員では一0.029),こちらについても統計的
に有意な差はなかった。
もっとも，衆・参のちがいだけではなく，選挙制度がサイトの効果の認知に
ついても影響を及ぼしている可能性もある。しかしながら，結果は省略するが，
一元配置分散分析では「参議院の比例選出議員」「参議院の選挙区選出議員」
「衆議院の小選挙区選出および比例での復活当選議員」「衆議院の比例選出議
員（重複立候補以外）」の 4つの選出区分の間において，サイトによる効果の
認知についての有意な差は見いだされなかった。
最後に，当選回数に注目する。境家 (2006)は，「インターネットはネット
外で比較的有力な勢力に一層有利に作用する蓋然性が高い」との命題を提示し
た (p.99)。当選回数の多い議員はそうでない議員と比較して，権力やリソー
スの点では一般的に優位であると考えられるだろう 。上の命題が支持されるな
らば，当選回数が多い議員ほどインターネットによる効果がプラスに働いてい
ることになる。それゆえ，当選回数の多い議員ほど，インターネットの効果を
高く認知していると予想される。
だが，「全体的なウェブサイト効果」と当選回数との相関係数 (Kendallの
タウ）は一0.081 (p= .276) ときわめて小さく，両者の関連性を示すもので
はなかった。その一方，「情報発信の方向性」との相関係数は 0.145(p= 
.050) とそれほど大きなものではないが，厳密ではないものの，ほぼ5パーセ
ント水準で有意である。当選回数が多い議員ほど，有権者への一方向的な情報
発信において，サイトの効果を高く認知していることになる。この結果につい
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ては，現時点でその理由を説明することはできない13¥
5.3 多変量解析を用いた分析
多変量解析によって，議員によるサイト効果の認知に影響を及ぼす要因につ
いての検討を行なうことにする。従属変数は，上の分析で用いた「全体的な
ウェブサイト効果の認知」および「情報発信の方向性」の 2つの指標である。
独立変数としては，上で検討した「アクセス数」「所属議院」「選挙制度」「当
選回数」とともに，「所属政党」および議員の個人的属性（「年齢」「性別」「学
歴」）を分析に加えた14)。その結果，「情報発信の方向性」を従属変数とする通
常最小二乗法を用いた分析では，回帰式自体が10パーセント水準においても有
意とはならなかった。「全体的なウェブサイト効果の認知」を従属変数とする
分析でも，かろうじて10パーセント水準において回揺式が有意となっている。
このことに留意した上で，後者の分析結果のみを表5-3 -1に示す。
有意な影轡を及ぼしていたのは，アクセス数である。サイトヘのアクセスが
多い議員ほど，その効果を積極的に捉えているという結果は予想どおりであっ
13) 仮に当選回数とサイトの効果との間に何らかの関連があるとするならば，その理
由の一つとして考えられるのは，当選回数の多い議員によるサイトほど多くのアク
セスを集めており，その効果も高く評価されている，ということである。Bimber
and Davis (2003) は，認知度の高い候補者あるいは議員のウェブサイトに多くの
アクセスが集中するという傾向があると指摘した。 一般的には，当選回数の多い議
員ほど認知度も高いと考えられ，結果としてサイトヘのアクセスも多くなると予想
される。しかしながら，アクセス数と当選回数の相関係数 (Kendallのタウ）は一
0.037 (p=. 714)であり，両者間の予想された関係は見いだされなかった。
14) 「アクセス数」は「100未満」を 1ポイント，「500以上」を 6ポイントとする 6点
尺度の変数，「所属議院」は，衆議院を 1' 参議院を 0とするダミー変数である。
「選挙制度」については，「参議院の比例選出議員」に 4ポイント，「参議院の選挙
区選出議員」に 3ポイント，「衆議院の小選挙区選出および比例での復活当選議員」
に2ポイント，「衆議院の比例選出議員 （重複立候補以外）」 に1ポイントを与えて，
個人アピールの必要性が高い制度ほどポイントが高くなるように操作化した。所属
政党については，「民主党」「自民党」「公明党」の3つのダミー変数を分析に投入
する。参照基準は，それ以外の政党所属および無所属の議員である。性別は男性を
1'女性を 0とするダミー変数，学歴は 4年制大学 ・短期大学卒業以上 （中退も卒
業と見なしている）を1' それ以外を 0とするダミー変数である。
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た。当選回数もまた有意な影響 表5-3-1:「全体的なウェブサイトの効果」を
（分析モデル (2)では10パーセ
従属変数とする OLSの結果
Model (1) (2) 
ント水準で有意）を及ぼしてい
独立変数 係 数
たが，係数の符号は負である。
-.914 -.779 
当選回数が多くなるとサイトの 自 民 (. 536) (.531) 
効果を低く評価する傾向がある 民 主
-.238 -.114 
(. 532) (.538) 
ことになる。当初の予想とは， -.540 -.493 
公 明
(. 649) (.654) 逆の結果である。これについて
は，当選回数が多い議員ほど支 アクセス数
.244蕊＊ .239砕＊
(. 083) (.083) 
持基盤が強固であり，支持獲得 衆議院議員
.941蕊
のためにウェブサイトに依存す
(. 385) 
-.458蕊
る度合いが低くなっているので 選挙制度 (. 207) 
はないかという推測が可能であ 当選回数
-.213砕 -.179* 
(.101) (.097) 
る。 .026 .028 
当選回数と同様に，選挙制度
年 齢
(.017) (.017) 
についても予想とは逆の結果が 性 別
-.239 -.222 
(. 338) (.342) 
見いだされた。議員によるウェ
要子 歴
.157 .180 
ブサイトの積極的運用を促す誘 (. 809) (.816) 
r疋ら 数
-1.368 .029 
因が強いと考えられる選挙制度 (1. 276) (1.246) 
ほどポイントが高くなるように R2 .241 .227 
操作化しているが，係数の符号 F値 1.908* 1. 762* 
N 67 67 
は負となっている。つまり，サ
*p< .10, -p< .05, -p< .01 
イトによって個人アピールを行 カッコ内は標準誤差。
う必要性が高い選挙制度によって選出された議員ほど，サイトの効果を低く評
価する傾向がある。この理由の一つとして考えられるのは，ウェブサイトに対
する期待と，実際の効果に対する認知とのギャップの存在である。すなわち，
ウェブサイト利用の必要性が高い選挙制度によって選出された議員ほど，その
効果に対して高い期待を抱いているとするならば，実際に得られた効果に対す
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る評価もそれだけ厳しいものになっているのかもしれない。
また，衆議院議員は参議院議員と比べて，ウェブサイトの全体的な効果を高
く評価する傾向があることも見いだされた。これについても，当初の予想とは
逆の結果であった。すでに述ぺたように，われわれの調査が実施されたのは，
麻生政権の下で衆議院の解散・総選挙の可能性が高まっていた時期 (2009年 3
月）である。それに対して参議院議員については，半数の議員が2007年に自ら
の選挙を終えていた。残り半数についても，選挙の実施は翌年の2010年であり，
時間的な余裕は比較的あったと考えられる。選挙のタイミングが近いという認
知が，ウェブサイトをつうじた積極的な情報発信を議員に対して促し，それが
サイトの効果への肯定的な評価につながっている可能性もある。ただし，デー
タの制約上，これ以上の検証はここでは行えない15¥
6. インターネットの選挙運動利用
われわれが議員調査を行った時点では，公職選挙法の改正によるインター
ネットの選挙運動利用の解禁は実現されていなかった16)。日本のように，候補
者によるインターネット利用に対して厳しい制限を設けている国はまれである。
インターネットの人口普及率が80パーセントに迫る状況で（総務省「平成21年
15) 選挙のタイミングがウ ェプサイトの効果についての認知に影響を及ぼしているの
ならば，参議院議員の中でも選出年（次に自分の選挙を迎えるタイミング）によっ
て．認知に違いが生じていることになるだろう 。これを確かめるために，参議院議
員のみを対象として，「2004年参院選で選出されたかどうか」をダミー変数として
独立変数に加えた分析も行ってみた。上の予想が正しければ，このダミー変数はサ
イト効果の認知に対して正の効果を及ぼしているだろう 。だが．結果は省略するが，
同変数は10パーセント水準においても有意な影響を及ぼしていなかった。 もっとも，
われわれのサンプルにおける参議院議員が, 37名と多くはなかったことにも留意す
る必要がある。
16) 2010年 5月121:l,与党民主党と自民党を含む野党は， 2010年7月に実施予定の参
議院選挙からインターネ ットの選挙運動への利用が可能となるように，公職選挙法
を改正することでいったん合意した。だが，同年6月2日の鳩IJ由紀夫首相の辞任
表明による政治的混乱の影響により，インターネ ット利用の解禁は見送られること
になった。本稿執筆時点においても，それを目的とする公職選挙法改正は実現して
しヽなし'o
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表6-1-1:インターネットの選挙運動利用についての意見
（人） （％） 
利用を全面的に自由にするべき 27 26.21 
制限を残しつつ現在よりも自由にするべき 70 67.96 
今後も認めるべきではない 2 1.94 
そ の 他 4 3.88 
合 計 103 100 
度通信利用動向調査」），このような制限を緩和・撤廃すべきであるとの声も社
会には存在する。そこで，本章ではインターネット利用の解禁について，議員
がどのような考え方を持っているかについて検討を加える。
6.1 インターネット利用解禁に対する態度
インターネットの選挙運動利用解禁に関して，今後のあり方をどう考えるか
についての質問を行った。選択肢を示した上で自分の考えに最も近いものを 1
つだけ選ぶという形式で回答が行われている。その結果を示したのが，表6-
1 -1である。「今後も認めるべきではない」という否定的意見は，全体の1.9
パーセントでしかない。一方で「利用を全面的に自由にするべき」という全面
賛成の意見も，多数派とはなっていない。 6割以上が，インターネット利用に
肯定的でありつつも，全面的な解禁には反対という慎重な態度を示している17¥
17) 「その他」の意見については，自由回答形式でも回答を求めた。その例は，以下
のとおりである。
「選挙運動全体の見直しが必要であり，その中で制限の緩和について議論すべ
き。」
「選挙妨害目的で利用されることが多く，自由化しても『トイレの落書きjが
ネット上で氾濫するだけ。」
「（選挙運動でインターネットが用いられるようになると）セキュリティの問
題が危惧される。」
「より自由に用いられるようにすべき」
（以上，箪者により表現を多少修正）
上から 3件がインターネット利用の解禁についで慎重な意見，最後の 1件が現状
以上の自由化を求める意見と見なしうる。
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インターネットの選挙利用に対して厳しい制限が課されてきたことには，この
ような議員側の慎重な態度が反映されているのかもしれない。
とはいっても，少なからぬ議員がインターネット利用解禁に対して積極的な
意見を有していることは，われわれの調査でも示されている。議員間でもこの
問題について見解の対立があり，それがインターネット利用解禁に向けての制
度改革を阻止してきた可能性もある。選挙）レールの変更を困難にする要因とし
て， McElwain(2008) は「政党間の対立 (conflictsbetween political parties)」
および「政党内 (intraparty)対立」をあげている18)。このような対立がイン
ターネットの選挙利用に関しても存在しているのかどうかについて，以下で検
証することにする。
6.2 所属政党とインターネット利用に対する態度との関連
まず，政党間で態度の違いが存在するかどうかについて検討する。表6-2-
1はインターネットの選挙運動利用についての回答結果を，所属政党ごとにま
とめたものである。「全面的に自由にするべき」の割合を見ると，民主党の割
合 (34.0パーセント）が比較的高くなっている。民主党は，候補者ウェブサイ
トを「文書図画」の例外に指定することを目的とする公職選挙法の改正案を
1998年の段階で国会に提出するなど，インターネットの選挙利用には従来から
積極的な姿勢を示していた。このことが，今回の調査結果には反映されている
とも考えられる。
一方，自民党では「全面的に自由にするべき」の割合 (20.0パーセント）が，
民主党のそれよりも低い。インターネット利用を「今後も認めるべきではな
い」と回答した 2名も，いずれも自民党議員である。加えて，調壺時に自民党
18) 選挙ルールの変更を抑制する要因としては，「政党間の対立」および「政党内対
立」以外にも，「制度的拘束 (constitutionalconstraint)」があげられる。選挙ルー
ルを改正する際に，他の法令の改正よりも一段と高いハードルが設けられている場
合には，その変更はむずかしくなるだろう 。だが， McElwain(2008)でも指摘さ
れているように，日本では公職選挙法と他の法律との間には，改正手続ぎに関して
ちがいはない。
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表6-2-1:インターネットの選挙運動利用について（政党別）
インターネットの選挙運動利用 新党大地民主 自民 公明 共産 社民 新党日本についての考え
熊所属
全面的に自由にするべき 16 7 1 1 1 1 
制限を残しつつ現在よりも自由 I 
にするべき 29 25 8 1 1 6 
今後も認めるべきではない I ゜ 2 ゜゜゜゜そ の 他 2 1 1 ゜゜゜合 計（人） 47 35 10 2 2 7 
と連立を組んでいた公明党の議員においても，「全面的に自由にするぺき」と
の回答割合 (10.0パーセント）は低くなっている。長期間にわたって政権の座
についていた両党議員のこのような慎重な態度が，インターネットの選挙運動
利用が実現されてこなかった一因だったのかもしれない。
また，新党大地・新党日本・無所属議員の回答結果にも注目すべきである。
平準化仮説が正しければ，これらのような規模の小さな政党および無所属議員
ほどインターネットの利用に対して積極的な態度を示すと予想されるだろう。
だが実際は，ほとんどが慎重な態度を示していた。中小政党および無所属議員
は，通常化仮説に沿った見方，すなわち，ネットの利用解禁は大政党に有利な
効果をもたらすとの見方を有している可能性がある。
6.3 所属政党以外の要因とインターネット利用に対する態度との関連
先述のように， McElwain(2008) は選挙）レー ルの変更をむずかしくする要
因として，政党間の対立とともに政党内 (intraparty)対立の存在を指摘して
いる。ある選挙）レールの変更が，政党「全体」として議席を増やす可能性が
あったとしても，それによって再選に負の影響が及ぼされるような個々の議
員が存在する場合には，）レールの変更をめぐって政党内での対立 とりわ
け，政党執行部とそのような個々の議員との間での が生じ得る。このと
きには，選挙ルールの変更を，政党が議会に対して提案することが困難にな
るだろう 。
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表6-3-1:インターネットの選挙運動利用について（所属議院別）
インターネットの選挙運動利用についての考え 衆議院議員 参議院議員王□ 、自由にするへき I ~; 2; 
その他
?
計（人）
?
??
? ??
?
実は自民党も2005年12月の時点で，インターネットの選挙運動利用解禁に向
けて検討を始めていた19)。それにもかかわらず公職選挙法の改正が実現されな
かった理由としては，インターネット利用に対しで慎重な態度を示す傾向があ
る公明党への配慮とともに，自民党内部でも抵抗があったことが考えられる。
また，われわれの調査結果では，自民党議員だけではなく，民主党議員の中で
もインターネット利用についての態度の違いが見いだされている。
それでは，政党内での態度の違いは，どのような要因によってもたらされて
いるのか。これについて，探索的に検討を行うことにしよう。
まず，所属議院に注目する。表6-3-1は，インターネットの選挙運動利用
についての，所属議院ごとの回答結果である。衆議院議員の26.9パーセント
(67名中18名）が，「全面的に自由にするべき」と回答している。参議院議員に
ついて見れば，その割合は25.0パーセント (36名中 9名）となっており，衆参
の間での違いはほとんど見いだせない。結果は省略するが，統計的にも両者の
間には有意な差はなかった。
次に，選挙制度について見てみよう。先述のように，選挙制度の違いは，選
挙運動における個人アピールの必要性の高低に影轡を及ぼす。このことが選挙
運動の方法にも影響を及ぼして，ひいてはインターネット利用に対する態度の
違いを生み出す可能性もある。
ただし，どの選挙制度が，どのように態度の違いをもたらすのかについては，
簡単に予想できない。たとえば，個人アピールの必要性が高くなる選挙制度の
下で立候補することになる議員は，インターネットをより自由に用いることに
19) 『朝日新聞』2005年12月5日朝刊。
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表6-3-2:インターネットの選挙運動利用について（選挙制度別）
インターネットの選挙運動利用について 衆議院 衆議院小 参議院 参議院
の考え 比例 選挙区＊ 選挙区 比例
全面的に自由にするべき 2 16 3 6 
制限を残しつつ現在よりも自由にするぺき 8 37 15 10 
今後も認めるべきではない ゜ 2 ゜ ゜そ の 他 ゜ 2 1 1 ムロ 計（人） 10 57 19 17 
＊ 重複立候補を含む
よって，自分を有権者に対して，これまで以上に効果的にアピールすることが
できると考えるかもしれない。しかし，ライバル（新人候補あるいは他の現職
候補）も同様にインターネットを自由に利用できることが自分に不利に働くと
予想して，インターネット利用に対してより慎重な態度を示すことになること
も予想される。
これらについて，議員が選出された（あるいはその下で立候補した）選挙制
度とインターネット利用に対する態度とのクロス表を用いて検討してみよう
（表 6-3-2参照）。「利用を全面的に自由にするべき」と答えた議員の割合が
もっとも高かったのは，「参議院比例」であった (17名中 6名で35.3パーセン
ト）。すでに指摘したように，表6-3-2中の 4つの選挙制度の中で，候補者
にとって個人アピールの必要性がもっとも高くなると考えられるのは同制度で
ある。この結果は，個人アピールの必要性が高くなる選挙制度の下で立候補す
ることになる議員ほど，より自由なインターネットの利用を支持するであろう，
との予想に適合的である。だが一方で，参議院比例代表に次いで個人アピール
の必要性が高いだろうと考えられる参議院選挙区において，「全面的に自由に
するべき」の割合が最も低くなっている (19名中 3名で15.8パーセント）こと
にも注意すべきである。
最後に当選回数に注目しよう。当選回数とインターネット利用に対する態度
との関連についても，次の 2つの予想がなされ得る。第 1は，当選回数が多い
議員ほど，より自由なインターネットの利用を支持するだろう，というもので
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表6-3-3:インターネットの選挙運動利用について（当選回数別）
インターネットの選挙運動利用について 当選 1回 当選2回 当選3- 当選5回の考え 4回 以上
全面的に自由にするべき ， 10 3 5 
制限を残しつつ現在よりも自由にするべき 25 14 12 19 
今後も認めるべきではない ゜ 1 1 ゜そ の 他 1 ゜ 2 1 合 計（人） 35 25 18 25 
ある。一般的には，当選を重ねたベテラン議員ほど，資金や人などの動員可能
なリソースを多く持つと考えられる。岡本 (2007)などが示すように通常化が
日本の状況に当てはまるのならば，そのようなベテラン議員ほど，インター
ネット利用に積極的な態度を示すと予想される。
第2はその逆に，当選回数が少ない議員ほどインターネット利用に積極的だ
ろうという，平準化仮説に基づく予想である。上記の動員可能なリソースの点
では，当選回数の少ない議員は多い議員と比べて，相対的に不利な場合が多い
だろう。それを補うための手段として，前者はインターネットのより自由な利
用をのぞんでいるとも考えられる20)。インターネット利用に対する態度と当選
回数カテゴリーとの関係を示した表6-3-3には，第2の予想を支持する結果
が現れている。すなわち，当選回数が少なくなるほどインターネット利用に対
してより積極的になるというような明白な関連は見いだせないものの，「当選
2回」の議員において「全面的に自由にするぺき」の割合がもっとも高くなっ
ている (25名中10名で40.0パーセント）。また，「当選1回」の議員でも，その
割合は当選 3回以上の議員よりも高くなっていた（「当選 1回」では35名中 9
20) ただし，当選回数が少ない議員でも，選挙の時には新人候補と比べて，より多く
のリソースを動員できることが多いだろう。当選回数ではなく現職・前職と新人候
補とを区分して対比を行うならば，平準化が生じている状況では，当選回数にかか
わらず現職・前職候補は，新人候補と比べてインターネット利用に消極的な態度を
示すことが予想される。現職候補と新人候補とでは，選挙キャンペーンの方法に違
いがあることは Druckman,Kifer, and Parkin (2009)でも指摘されている。これ
についての検証は，今後の課題である。
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名で25.7パーセント）。
6.4 多変量解析を用いた分析結果
上で取り上げた諸要因が及ぼす影響について，多変量解析の手法を用いた検
討を行う。従属変数は，これまで用いてきたインターネット利用の解禁につい
ての回答結果である21)。独立変数としては，上で検討した「所属政党」「所属
議院」「選挙制度」「当選回数」22) とともに，選挙における各議員の強さを分析
に加えた。この要因の影響についての予想としては，次の 2つが考えられる。
第 1は，選挙に強い（弱い）議員ほど，インターネットの選挙運動利用に対し
て積極的（消極的）である，というものである。選挙に強い議員はすでに強い
支持基盤を固めており，対立候補がインターネットを積極的に利用したとし
21) すでに見たように 「今後も認めるべきではない」との回答はわずか 2ケースで
あったため，それらを「制限を残しつつ現在よりも自由にするべき」に含めて，イ
ンターネット利用について 「全面的に解禁」すべきと考えているか，それとも「慎
重」か，の 2値をとるように操作化を行った。あわせて，「その他」については，
自由回答の内容から判断して，これら 2つのカテゴリーヘの振り分けを行った。具
体的には，「選挙運動全体の見直しが必要であり，その中で制限の緩和について議
論すべき。」，「（選挙運動でインターネットが用いられるようになると）セキュリ
ティの問題が危惧される。」，「選挙妨害目的で利用されることが多く，自由化して
も『トイレの落書き』がネット上で氾濫するだけ。」と回答した 3ケースは 「慎重」
ヘ，「より自由に用いられるようにすべき。」と匝答した 1ケースは「全面的解禁」
へと，それぞれ振り分けを行った。
22) 「所属政党」は，「民主党」 「自民党」「公明党」の 3つのダミー変数であり，参照
基準は，それ以外の政党所属および無所属の議員となる。「所属議院」は，衆議院
を1' 参議院を 0とするダミー変数である。選挙制度変数としては， 「参議院の比
例選出議員」を参照基準として，「参議院の選挙区選出議員」「衆議院の小選挙区選
出および比例での復活当選議員」「衆議院の比例選出識員（重複立候補以外）」の 3
つのダミー変数を分析に加えた。なお，「選挙制度」については， 4つの選挙制度
に対して個人アピールの必要性が高い制度ほど高いポイントを付与した変数を用い
て，その影響の検討も行ってみた。結果として，個人アビールの必要性が高くなる
に従ってインターネット利用への議員の態度が変化する，というような比例的な関
係は見いだせなかった。その一方で，以下の本文で見るように，選挙制度の違いに
よって議員の態度に違いがあるとの結果も導き出されている。それゆえ，ここでは
「選挙制度」に関して，上記のダミー変数を用いる。
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ても自らの再選に対して大きな影響はないと考えているために，インターネッ
ト利用に寛容な態度を示す可能性がある。また，選挙に弱い議員は，対立候補
によるインターネット利用が自らの再選を脅かす可能性があると考えて，解禁
に槙重な態度を示すかもしれない。第 2は，それとは逆に，選挙に強い（弱
い）議員ほど，インターネットの選挙運動利用に対して消極的（積極的）であ
る，という予想である。選挙に強い議員は，従来の選挙運動の枠組みにおいて
築かれてきた自らの支持基盤が，インターネット解禁によって対立候補に突き
崩される可能性がある， と考えるかもしれない。一方で，選挙に弱い議員は，
インターネットが自らの脆弱な支持基盤を補うための手段になると認識して，
その自由な利用を支持するという可能性もある。選挙の強さの指標としては，
前回選挙における接戦度を用いた23)。さらにコントロール変数として，年齢，
性別，学歴の 3つを用いる24¥
ロジスティック回帰分析による結果をまとめたものが表6-4-1である。 5
パーセント以下の水準で有意な影響を及ぼしていた変数はなかった。以下の議
論が10パーセントの有意水準を適用したものであることに留意した上で，検討
を行っていくことにする。
まず，いずれの分析モデルでも所属政党による違いは見いだされなかった。
所属政党については， 2変数関係の検討からは通常化仮説に適合的な傾向が見
いだせたが，他の要因からの影響をコントロールしたあとでは，それを支持す
23) 「4.3多変量解析を用いた分析」における分析と同様に，衆議院議員については，
小選挙区における本人の得票数から次点候補者得票数を引き，それを当該選挙区全
体の有効投票数で割った値，参議院譲員については，選挙区における本人の得票数
から最上位落選者得票数を引いたものを選挙区全体の有効投票数で割った値を用
いた。衆参それぞれの比例選出議員（衆議院選挙における復活当選を含む）につい
ては，接戦度の影響を検証する分析からは取り除いた。
24) 選挙区におけるインターネットの普及度合いも議員の態度に影響を及ぼすと考え
て，参議院選挙区選出，衆議院小選挙区選出および復活当選議員を対象として，イ
ンターネット普及率（都道府県単位）を独立変数に加えた分析も行ったが，同変数
は10パーセント水準においても有意な影響を及ぼしていなかった。ここでは，結果
は省略する。
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る結果は得られなかっ 表6-4-I:インターネット利用解禁についての態度に
たことになる。所属議
影響を及ぼす要因（ロジスティック回帰）
Model (1) (2) (3) 
院についても，分析モ
デル(1)の結果が示し
ているように，衆・参
間でインターネット利
用解禁に対する態度の
差はない。
一方で，選挙制度に
関しては，態度の違い
が見いだされた。分析
モデル(2)では，参議
院選挙区ダミー変数が
有意であり，係数の符
号は負である。ここで
の参照基準である参議
院比例選出議員に比ペ
て，参議院選挙区選出
議員はインターネット
利用解禁に対してより
慎重な態度を示してい
たことになる。上で議
論した個人アピールの
必要性に関する選挙制
係数 係数 係数
? ?
民主
公明
衆議院議員
参議院選挙区
衆議院小選挙区(1)
衆議院比例
当選回数
接戦度
????
独立変数
民
????
NagelkerkeR2 
-2LL 
N 
-.631 
(.838) 
.325 
(.780) 
-1.283 
(1.269) 
.604 
(. 642) 
-.156 
(.173) 
-.001 
(. 027) 
.561 
(. 645) 
.481 
(. 881) 
-1.620 
(1. 968) 
.099 
113.181 
103 
-.578 18.358 
(. 862) (17735. 862) 
.323 19.564 
(.821) (17735.862) 
-1.359 19.513 
(1.316) (17735.862) 
-1.529* 
(.849) 
-.205 
(. 778) 
-.206 
(1.136) 
-.125 
(.177) 
.144 
109.690 
103 
-2.238* 
(1.160) 
-.014 
(.028) 
-.490* 
(. 294) 
6. 376 * 
(3 .822) 
.013 
(.043) 
.458 .850 
(.656) (.956) 
.603 -.162 
(. 912) (1. 298) 
-.285 -20.185 
(2. 134) (17735. 862) 
.232 
53.274 
61 
度ごとの違いから考え * p<.10. 
ると， これは予想され カッコ内は標準誤差。
(1) 重複立候補・復活当選含む
た結果である。「衆議
院の小選挙区選出およ
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び比例での復活当選」ダミー変数および「衆議院の比例選出 （重複立候補以
外）」ダミー変数における係数の符号がいずれも負であったことも予想どおり
ではあるが，どちらも有意ではなかった。「衆議院の小選挙区選出および比例
での復活当選」議員および「参議院選挙区選出」議員を対象とした分析モデル
(3)でも参議院選挙区ダミー変数が有意であり，係数の符号は負となった。た
だし，ここでの参照基準は「衆議院の小選挙区選出および比例での復活当選」
議員であることに注意せねばならない。「衆議院の小選挙区選出および比例で
の復活当選」議員と比較して，参議院選挙区選出議員の方がインターネット利
用解禁に慎重であるとの分析結果は予想とは反対である。すでに指摘したよう
に，われわれが調査を実施したのは衆議院の解散・総選挙の可能性が高まって
いた時期であった。インターネットの効果についての衆議院議員の認知に対し
て，このことが影響を与えていた可能性があるが，現時点ではそれについて検
証できない。
当選回数については，分析モデル(3)において有意な影響を及ぼしている。
係数の符号は負であった。当選回数の少ない議員ほど，インターネット利用解
禁に積極的であることになる。これは，先に論じたように，平準化仮説に基づ
く予想に適合的な結果である。前章では，当選回数が少ないほどインターネッ
トの効果について高く評価する傾向があることが示された。効果を高く評価す
るゆえに，解禁に積極的であるとの説明が成り立ち得る。
最後に接戦度について見ると，同変数は有意な正の影響を及ぼしている。接
戦度が高い議員，すなわち選挙に強くない議員ほど，インターネット利用解禁
に積極的であることが示された。
おわりに
以上の分析からは，次のことが明らかになった。
第 1に，ウェブサイトの運用姿勢における積極性については，所属政党に
よって違いが見いだせた。すなわち，新しい情報をサイトで提供すること，豊
富な内容の情報を提供すること，有権者とのコミュニケーションを重視するこ
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とに関して， 自民党および民主党の議員は共産党・社民党・無所属議員と比較
して，より消極的であることが示された。これは平準化仮説を支持する結果で
あるが，すでに指摘したように，議員がサイトをどのように運用したいかとい
う主観的な意図と実際のサイトの内容とは区別して考える必要もある。また，
学歴の高い議員ほど，サイトを積極的に運用したいという意図を持っているこ
とも示されている。
第2に，ウェブサイトを運用することの効果については，まず自らのサイト
へのアクセスが多い議員ほど，それを高く評価していることが明らかになった。
これは，予想どおりの結果である。さらに，当選回数が少ない議員ほど，その
効果を高く評価する傾向も見いだされた。これは，平準化仮説を支持するもの
である。選挙制度の影響についても有意な影響を及ぼしていたが，個人アピー
ルを行う必要性が高い選挙制度によって選出された議員ほどサイトの効果を高
く評価するであろうとの予想とは逆の結果が示された。
第 3に，選挙運動におけるインターネット利用の解禁については，選挙制度
が議員の持つ意見に対して影響を及ぼしていた。ただし，個人アピールの必要
性の高い選挙制度で選出された議員ほど利用解禁に積極的であるとの予想に対
しては，それに適合的な結果とそうでない結果の両方が示されることになった。
当選回数は，少なくなるほどインターネット解禁に積極的になる傾向があった。
これは，平準化仮説に適合的な結果と解釈できる。また，選挙に強くない議員
ほどインターネット解禁に積極的であるとの結果も得られている。
以上のように，本稿ではインターネット利用について国会議員がどのように
考えているかを探索的に分析するとともに，通常化仮説および平準化仮説から
議員の考え方に関する予想を導いた上で，それらを検証しようと試みてきた。
得られた諸結果は，平準化仮説に適合的なものが比較的多かった。すでに指摘
したように，候補者あるいは議員によるウェブサイトの内容を対象とした研究
では，通常化を支持する結果が多く得られている。われわれによる議員調査を
用いた分析は，必ずしもそれらを支持するものとはいえないことになる。これ
はきわめて興味深い。
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ただし，本稿での結果を解釈するにあたっては，以下の点にも注意せねばな
らない。第 1は，サンプル数の問題である。十分なサンプル数が確保できな
かったのは，今回の調査時期と選挙のタイミングとの関連が一因であったかも
しれない。もっとも選挙のタイミングの点で，［義員に時間的な余裕のある時
期に調査を行った場合には，仮に回収率は向上したとしても，今度は回答の内
容自体が変わってくる可能性のあることにも留意する必要がある。第2は，方
法上の問題である。ここでは，ウェブサイトの内容を対象とした研究で得られ
た知見を，サーベイ・データであらためて検証することを試みた。だが，
Strandberg (2008)で指摘されているように，通常化および平準化のどちらに
適合的な分析結果が得られるかについては，用いられる分析方法にも依存する
可能性がある。
われわれの調査は，ウェブサイトに主たる焦点を合わせたものであった。調
査を実施してから，ブログやツイッター，さらにフェースブックといった比較
的新しいコミュニケーション手段が，社会において急速に広まってきている。
これらの手段と政治や選挙との関連については，研究も行われ始めている
(e.g. Lassen and Brown 2010)。日本でも，ブログやツイ ッターを利用する議員が増え
てきているが，今回はこれらを調査の対象としなかった。今後の課題としたい。
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